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資料３ 発生土置き場の計画 

・発生土置き場候補地（図 １参照）のうち、地域の方々の関心の高い大規模な発生

土置き場候補地である「燕沢付近の発生土置き場（通常土）」及び対策土の発生土

置き場候補地である「藤島沢付近の発生土置き場（遮水型）」に関する計画・設計

を以下に記します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １ 発生土置き場候補地の位置図 

 

資料５ 
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（１）燕沢付近の発生土置き場（通常土）における計画・設計の考え方 

 １）立地計画 

・発生土置き場は、土砂崩壊などが起きないよう地質調査に基づき安定した地盤の

上に発生土を置くことで計画しています。併せて、盛土の開始位置を官民境界か

ら１０ｍ程山側に引き下げることで、大井川の氾濫時にも盛土が流出しない位置

として計画しています。 
・近傍に燕沢がありますが、上部には治山ダムが設けられて山崩れの広がりは抑え

られているため、燕沢を避けた位置に発生土置き場を計画することで、沢上部か

らの土砂流出による影響を回避しています。 

・なお、令和元年台風第１９号により、燕沢上部から流出した土砂が燕沢と大井川

が交差する箇所周辺に堆積したことが確認されていますが、発生土置き場設置範

囲（燕沢より上流側）への流入は図 ２に示すとおり、ほとんど発生していないこ

とを確認しています。 

・発生土置き場の河畔部には、重要種オオイチモンジの食草であるドロノキ群落が

存在していたため、この群落を回避する形で発生土置き場を計画しています。 

 
図 ２ 燕沢の土砂堆積範囲と発生土置き場設置計画範囲 
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 ２）後背地の検討 

 ア．地形判読図等の作成 

・燕沢付近に計画している発生土置き場について、後背地に不安定な地形部や深層

崩壊※１の懸念がある箇所がないか、確認を行いました。 
 

※１：山崩れ・崖崩れなどの斜面崩壊のうち、すべり面が表層崩壊よりも深部で発生し、表土層だけでなく、

深層の地盤までもが崩壊土塊となる比較的規模の大きな崩壊現象。深層崩壊が発生する要因としては、

降雨、融雪、地震などが挙げられる。 
 

・確認の方法は、まず航空レーザー測量の地形データから斜面の傾斜量図や地形標

高データを地形表現させることができる地形表現図（エルザマップ）を作成する

ことで、後背地の地形をより詳細に表現いたしました（図 ３）。 
・エルザマップでは、傾斜量図※２に高度彩色図※３を半透明にして重ね合わせること

で、どこが山でどこが谷かといった地形全体のイメージを失わずに、傾斜量の変

化による地形の判読を可能にし、結果、火山や段丘、断層などの地形の判読を補

助することができます。 
 
※２：地面傾斜に対して、高傾斜部を黒色、低傾斜部を白色として、グレースケールで彩色した地図。  

※３：標高を高度部は暖色、低度部は寒色で示した地図。 
 

・作成したエルザマップを活用し、崩壊地やガリー（降雨時に出現する水が流れる

形跡）、崩土堆積箇所等について、より詳細な地形判読図を作成し、確認を行いま

した（図 ４）。 

 
 



４ 

 

図 ３ エルザマップ（燕沢付近） 

 

図 ４ 地形判読図（燕沢付近） 

エラー! 参
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 イ．地形地質の評価 

・発生土置き場計画地（図では燕沢より上流側を示しています。）の南北に大きな２

本の沢（車屋
くるまや

沢及び燕沢）があり、これらの沢からは降雨時に多くの土砂供給が

なされ、沢の末端部まで到達しています。 

・一方、発生土置き場計画地背後の斜面は、全体として尾根型斜面の構造が確認さ

れます。３箇所ほど斜面部で崩壊跡地状の地形が見られ、その土砂が末端部へ流

れ沖積錘（渓流の出口付近などで扇状に分布する堆積面）を形成しています。し

かし、これら沖積錘では多くの植生が繁茂し、森林が形成されています（写真 １）。 

 

 
写真 １ 沖積錘の植生状況 

 
・これらは、少なくとも沖積錘が形成され、発生土置き場の基盤となる段丘面が出

来上がった以降、土砂が流出している形跡は見られず、新たに土砂流出を受けた

可能性は低いとみられ、比較的安定した斜面であると考えられます。 
・発生土置き場の設計は、「６)排水施設」で後述いたしますが、１００年確率にお

ける降雨強度に対応した設計を進めております。 

・今後、設計を進めていく段階で、後背地の安定確認を含め、県民や大井川流域の

方々にご安心頂けるよう、丁寧に計画を進めてまいります。 
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 ３）上千枚沢からの土砂流出に伴う河道閉塞に関する検討 

 ア．上千枚沢からの土砂流出シミュレーションの概要 

・上千枚沢の深層崩壊に起因する土石流が発生した場合の、燕沢付近発生土置き場

の設置の有無による下流側（ 椹
さわら

島
じま

ロッヂ付近）での影響の違いを把握するために、

数値シミュレーションを実施しました。なお、シミュレーションにあたっては、

「（一財）砂防・地すべり技術センター」からの技術指導を受けて実施しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ５ 燕沢発生土置き場と崩壊地（千枚崩れ）との位置関係 

 

 ① シミュレーションの考え方 

・深層崩壊に起因して発生する主な土砂移動現象としては、同時に多量の水が供給

されなければ、発生箇所の直下で崩壊土砂が停止し、土石流になりませんが、本

検討では、崩壊土砂がそのまま土石流となる現象を対象とし、同時に大雨などに

よって河川等の流量が増大する場合を想定しました。 
・深層崩壊に起因する土石流は、実際には複数波に分かれて流下する可能性が考え

られますが、最も被害が大きくなると想定される、崩壊土砂の全てが１波の土石

流となる現象を対象としました。 
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 ② シミュレーションの手法 

・「深層崩壊に起因する土石流の流下・氾濫計算マニュアル（案）」（独立行政法人土

木研究所）を参考にしました。 

・計算に用いた数値計算プログラムは、（一財）砂防・地すべり技術センターが開発

した『Ｊ－ＳＡＳ』です。 

・シミュレーションでは土石流を水と個体粒子からなる混合物の連続流体として取

り扱っています。 

 
 ③ 深層崩壊土砂量及び河川等の流量の設定条件 

・シミュレーションで設定した深層崩壊土砂量及び河川等の流量の考え方を表 １

にお示しします。なお、シミュレーションは、これらが同時に発生する場合を想

定しました。 

 
表 １ 深層崩壊土砂量及び河川等の流量の設定方法 

項目 設定条件 

深層崩壊土砂量 

１、「深層崩壊の発生の恐れのある渓流抽出マニュアル（案）」（独立行政

法人 土木研究所、平成 20 年）を参考に崩壊の恐れがある斜面を抽出

２、抽出した斜面から、最も広い斜面を崩壊範囲として設定 
３、設定した崩壊範囲からＧｕｚｚｅｔｔｉの式※により崩壊土量を算出

河川等の流量 「大井川水系河川整備基本方針」（国土交通省）における計画規模を参考

に設定（１００年に１回程度発生する規模（１００年確率）） 

※Ｇｕｚｚｅｔｔｉの式：Ｖ＝０．０７４×Ａ１．４５ Ｖ：崩壊土砂量（ｍ３）、Ａ：崩壊面積（ｍ２） 
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 ④ シミュレーションの主な入力値 

・シミュレーションで入力した主な数値を図 ６にお示しします。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ６ シミュレーションにおける主な入力値 
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 イ．河道閉塞（天然ダム）の決壊を仮定した影響検討 

・土砂流出の数値シミュレーションの結果では、上
かみ

千枚
せんまい

沢と大井川本流との合流箇

所で河道閉塞は発生しない結果となっています。 

・しかしながら、静岡県等からのご懸念を踏まえ、仮定として河道閉塞（天然ダム）

を発生させ、それが決壊した場合の、燕沢付近発生土置き場の設置有無による下

流側（椹島ロッヂ付近）での影響の違いについて、検討を行いました。 

 
 ① 河道閉塞時の上流の湛水区域の設定 

・河道閉塞（天然ダム）の規模等は、「地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル

（案）」（国土交通省水管理・国土保全局砂防部、平成２４年）を参考に図 ７のと

おり設定しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ７ 河道閉塞時の上流の湛水区域の設定 
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 ② 河道閉塞（天然ダム）決壊時のピーク流量の設定 

・河道閉塞（天然ダム）が決壊した場合の、決壊箇所付近での想定ピーク流量Ｑmax

は、Ｃｏｓｔａの式を用いて算出しました。 

 

 
 

Ｑｍａｘ＝１８１×（３２×１．５８）０．４３ 
＝９７８ｍ３／秒 
 

・上記の河道閉塞（天然ダム）決壊時の想定ピーク流量と、１００年確率の河川等

の流量（図 ６）を合計すると、発生土置き場付近での想定ピーク流量は約１，８

００ｍ３／秒となります。 

 
 ③ 河道閉塞（天然ダム）決壊を想定した場合の数値シミュレーション結果 

・河道閉塞（天然ダム）が決壊した場合の、椹島ロッジ付近での河川の最大水深の

シミュレーション結果を図 ８にお示しします。 

・燕沢付近の発生土置き場の有無による椹島ロッヂ付近への影響の違いは見られな

い予測結果となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ８ 椹島ロッヂ付近での最大水深予測結果（河道閉塞決壊時） 

Ｑｍａｘ＝１８１（ＨＶ）０．４３ Ｈ：天然ダム高さ（ｍ） 
Ｖ：貯水容量（１０６ｍ３） 

（発生土置き場なし） （発生土置き場あり）
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・今回実施したシミュレーションにおいては、河道閉塞は発生しない予測結果とな

っていますが、万が一、河道閉塞が発生し、それを確認した場合には、河川管理

者等へ連絡行い、災害復旧にできる限り協力してまいります。 
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 ４）設計の基準 

・設計の基準は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」等に基づいて設計

しています。また、地震時の検討では、鉄道や道路など重要インフラの設計基準

を一部で適用して設計しています。 
 
 ５）盛土の形状及び安定性 

・盛土の形状は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」等に基づき、設定

しました。（表 ２） 

・燕沢付近発生土置き場（燕沢より上流側）の盛土の設計図（平面図、断面図）を

図 ９～図 １２に示します。 

・盛土に伴い、現状の林道東俣線が盛土内となってしまうため、現林道と同様の高

さの位置に林道の付替えを行い、使用する計画で静岡市と協議中です。 

 

表 ２ 盛土の形状 

項目 形状等 

盛土高さ ６５ｍ 
のり面勾配 １：１．８（３０度以下） 
盛土小段 高さ５ｍ毎に１段、幅２ｍ（搬入路部は幅４ｍ） 

流出防止対策 盛土のり尻へ巨石張り 
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図 ９ 燕沢付近発生土置き場 計画平面図 

 

 

図 １０ 燕沢付近発生土置き場 縦横断図 
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図 １１ 盛土のり尻巨石積み計画平面図 

 

図 １２ 盛土のり尻巨石積み詳細図 

 

・河畔林を保全し、動植物及び景

観への影響を回避、低減するこ

と、官民境界より１０ｍ山側よ

り盛土。 
・のり尻の流出防止対策は、根入

れした擁壁を設置すると地下水

流動が阻害され、河畔林のドロ

ノキ群落に影響を及ぼすとの専

門家からのご意見と、周辺景観

との調和に配慮し、巨石積みを

採用。 
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照査値 ＝ ０．８１５ ≦ １．０ （ＯＫ）
半径 Ｒ ＝ １７１．５０（ｍ）
抵抗モーメント ＭＲ ＝ ５９９０７２６．５ （ｋＮ・ｍ）
起動モーメント ＭＤ ＝ ４８８２２４７．５ （ｋＮ・ｍ）

０ｍ

５０ｍ

１００ｍ

５０ｍ １００ｍ １５０ｍ ２００ｍ ２５０ｍ ３００ｍ ３５０ｍ ４００ｍ

発生土置き場

起動モーメントより、抵抗
モーメントの方が大きい

：想定すべり面
：現地盤面
：盛土面

砂質土
岩盤

・盛土の安定性検討について、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」等、

及び「３)設計の基準」に記載した地震時の条件を含め、設定しました。（表 ３） 

 

表 ３ 盛土の安定性 

項目 形状等 

ゆるみ、崩壊対策 既存地山の段切り（６０ｃｍ程度） 
層厚管理 １層の盛土高を３０ｃｍ程度 
地震の検討 設計水平震度Ｋｈ＝０．２６ 

 
・一般的に盛土の安定性の検討は、設計断面で盛土の一部が円弧状に滑り落ちる際

に発生する力（起動モーメントと呼ぶ）に対し、抵抗する力（抵抗モーメントと

呼ぶ）が上回っているかを確認します。地震時の検討は、横方向に設計水平震度

を強制的に与えることで、盛土がより崩れやすい状況にて設計上の安定性を検討

しています。設計水平震度は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」に

拠れば、Ｋｈ＝０．１２を採用することになりますが、本設計においては、さら

に安定性を検討するため、より大きな値（Ｋｈ＝０．２６）で設計しており、そ

の結果を図 １３に示します。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

図 １３ 盛土円弧すべり安定検討（地震時水平力考慮状態） 
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・設計で安定性を確認できたとしても、実際の盛土において、十分な転圧、締固め

を行わなければ、設計上で期待する性能を発揮できない恐れがあります。よって、

施工時においては、入念な施工管理を行っていきます。 
 

 ６）排水施設 

・「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」に基づき設計した、法面排水（小

段排水・縦排水）、盛土内排水、地下排水、沈砂池等の計画図を図 １４～図 １９

で示します。 

・沈砂池は、工事中の盛土からの排水が河川へ流れる前に設置します。工事中は定

期的に点検し、大雨なども考慮して浚渫などの整備を行うことで性能を維持しま

す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １４ 盛土排水計画平面図（１／３） 
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図 １５ 盛土排水計画平面図（２／３） 

 

 
図 １６ 盛土排水計画平面図（３／３） 
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図 １７ 小段排水、縦排水詳細図 

 

図 １８ 地下排水敷設図 
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図 １９ 沈砂池計画詳細図 

 

・排水施設の規模を決定する要素に、降雨強度があります。降雨強度とは、設定さ

れた地域において、定められた期間内に発生しうる可能性の高い降雨量であり、

降雨強度式により算出します。なお、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事

項」に拠れば、１０年確率における降雨強度（１００ｍｍ／時程度）で設計する

ことが定められています。また、降雨強度に対し２割の排水余裕を見込むこと定

められており、設計時において考慮しています。 
・静岡県中央新幹線環境保全連絡会議において、「静岡県林地開発許可審査基準及

び一般的事項は、必要最低限の性能を規定しているものであり、燕沢付近発生土

置き場のような大規模盛土では、より安全側な検討を行う必要がある」とのご指

摘を頂いております。 
・静岡県からのご指摘ならびに、ＪＲ東海が発生土置き場を将来に亘って責任をも

って管理することを鑑み、さらに安全側な１００年確率（１８０ｍｍ／時程度）

における降雨強度により、排水施設が機能を失わずに排水することが可能な設計

を進めております。 
・また、盛土内の排水計画について、現地盤に地下排水工を設置するとともに、降

雨等が盛土内に湛水して盛土が崩れないよう、小段部分に水平方向へ水を排水で

きるような設備を設置するなど、設計を進めていきます。 
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・今後、設計の進捗に応じ、地権者との調整を行い、静岡県中央新幹線環境保全連

絡会議において、ご説明いたします。 
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 ７）工事中の対応 

 ア．トンネル掘削土の土質調査 

・各トンネル工事施工ヤード内に土砂ピットを設け、トンネル掘削土に含まれる自

然由来の重金属等の試験を行います。 

・トンネル掘削土は土壌汚染対策法の対象外ですが、「建設工事で発生する自然由

来重金属等含有土対応ハンドブック」（平成２７年３月 独立行政法人土木研究

所）（以下、「ハンドブック」という。）の内容を踏まえ、トンネル掘削土の試

験は、１回/日を基本に確認を行います。 

・掘削土の試験の結果、土壌汚染対策法に基づく土壌溶出量基準値を満たした掘削

土のみを、発生土置き場（通常土）へ運搬し、造成を行います。 

・一方、基準値を超過した掘削土（以下、「対策土」という。）は、藤島沢付近の

発生土置き場（遮水型）へ運搬し、ハンドブックの内容を踏まえて、自然由来の

重金属等の流出を防止するために、封じ込めなど他事業の事例をもとに確立され

た方法で対策を実施します。 

 

 イ．発生土置き場（通常土）における管理 

・発生土置き場（通常土）における管理のイメージを図 ２０にお示しします。降雨

時等において発生土置き場から発生する雨水等の排水は、沈砂池等により適切に

処理したうえで、河川へ放流します。 

・発生土置き場（通常土）については、盛土を行う際、一定の高さごとに小段を設

けて盛土していきますが、小段毎に排水溝や集水枡を設置するほか、縦排水によ

り雨水等が発生土に浸透する前に沈砂池に集め、降雨時等における濁水の発生自

体を抑制してきます。また、盛土内の排水計画について、現地盤に地下排水工を

設置するとともに、降雨等が盛土内に湛水して盛土が崩れないよう、小段部分に

水平方向へ水を排水できるような設備を設置するなど、設計を進めていきます。 
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図 ２０ 発生土置き場（通常土）における管理のイメージ 

 

・沈砂池や排水設備は、点検・整備を行うことで、性能を維持するとともに、降雨

時等の排水時における処理状況を定期的に確認します。 

・以上のとおり、河川放流前の水質管理を前提としていますが、大規模な降雨があ

った場合などには、現地状況の確認を実施します。 

 

 ８）工事完了後の対応 

・発生土置き場の造成完了後は、土砂流出防止に有効なのり面緑化を早期に実施し

ます。緑化されるまでの期間においても沈砂池を設置すること等により、濁水等

の流出防止を図っていきます。 

・発生土置き場の維持管理は、工事完了後も将来に亘って当社が責任を持って行っ

ていきます。 

・また、排水放流先河川における水質の測定についても、工事完了後の将来に亘っ

て、実施していきます。 

  

河川

発生土置き場

河畔林
擁壁

：河川区域

小段毎に排水溝や集水枡を設け、縦排水などにより雨水を確
実に沈砂池に集めることにより、土砂の流出を防ぐ計画とする。

排水設備

沈砂池

工事中は定期的に点検し、大雨なども考慮して
浚渫などの整備を行うことで性能を維持すると
ともに、処理状況を定期的に確認する。
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（２）藤島沢付近の発生土置き場（遮水型）における計画・設計の考え方 

 １）立地計画 

・立地計画は、燕沢付近の発生土置き場と同様ですが、藤島沢付近の発生土置き場

は、土壌汚染対策法で定める土壌溶出量基準値を超える自然由来の重金属等を含

む土（以下、「対策土」という。）が万が一発生した場合に対応するための発生土

置き場（遮水型）であることを鑑み、発生土置き場の直近下流部で井戸水等の利

水状況がないこと、河川からの高さが十分あり（約２０ｍ）、増水による影響が極

めて小さく、かつ排水管理が十分実施できることを念頭に計画しています。 
・静岡県中央新幹線環境保全連絡会議において、大井川流域外への搬出についてご

意見をいただいておりますが、発生土を運搬する距離がより長くなることや、道

路の沿道に対して新たな影響が生じること等にもなるため、工事実施箇所付近に

計画した発生土置き場において、実績がある封じ込めなどによる確立された方法

で対策を確実に行い、周辺環境に対するモニタリングや維持管理について、責任

をもって実施してまいります。 
・なお、大井川流域外への搬出については、最終的に発生した対策土の量が少量の

場合など、運搬車両の通行に伴う沿線道路への環境影響などを考慮したうえで、

関係者とご相談のうえ検討・実施してまいります。 
 
 ２）設計の基準 

・設計の基準は、「静岡県林地開発許可審査基準及び一般的事項」等に基づきますが、

対策土に対応した盛土設計が必要となります。 
・「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第３版）」で

は、汚染土壌に対する対策の一つとして、遮水工封じ込めが挙げられており、遮

水構造として二重遮水シート工法を基本としています。藤島沢付近の発生土置き

場（遮水型）は、周辺環境の保全を計画し、二重遮水シート工法を基本に、対策

土に関する有識者のご意見を伺いながら設計を進めております。 
 

 ３）盛土の形状及び安定性、排水施設 

・盛土の形状や安定性については、概略設計成果物を図 ２１、図 ２２に示します。 

・対策土の周囲には二重遮水シートを敷設し、外部からの流水を遮断する構造と

します。二重遮水シートを敷設した前面と頂部には、通常土により土堰堤で被

覆し、遮水シート材の劣化防止や対策土の流失防止を図ります。 
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・遮水シートの下面には地下排水工を敷設し、盛土下流側へ設置する水処理施設

へ排水する計画です。水処理施設で集水した水は水質を調査し、水質汚濁防止

法等に基づく排水基準を満たしていることを確認したうえで、河川へ排水する

計画です。 

・遮水シートの上部を流れる水などについては排水施設を経由して沈砂池等へ排

水のうえ河川へ放流する計画です。 

・排水施設の設計は、燕沢付近発生土置き場と同様に１００年確率（１８０ｍｍ

／時程度）における降雨強度により、設計を進めてまいります。さらに、発生

土置き場を挟み込むように観測井を設置し、盛土から対策土に含まれる自然由

来の重金属等が漏出していないか、定期的に観測していく計画です。 

・構造の詳細は、静岡県環境保全連絡会議や対策土に関する有識者のご意見を伺

いながら、進めてまいります。 
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図 ２１ 藤島沢付近の発生土置き場（遮水型）計画平面図 

 

図 ２２ 藤島沢付近の発生土置き場（遮水型）横断図（Ａ－Ａ‘断面） 
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 ４）封じ込め工法 

・ハンドブックでは、対策土の封じ込め対策のひとつとして「一重遮水シートによ

る封じ込め」が記載されております。これを踏まえて、本工事では、安全性をよ

り高めるため、「二重遮水シートによる封じ込め工法」を考えております。 

・二重遮水シートの具体的な構造は、２枚の遮水シートと３枚の不織布を交互に重

ねる構造を考えております（図 ２３）。遮水シートは、日本遮水工協会で定める

基準値を満たし、かつ現地の地形を踏まえ、最適な材質を有するものを選定しま

す。 

 

図 ２３ 二重遮水シートによる封じ込め工法の詳細イメージ 

 

・二重遮水シートによる対策方法は、今までに新幹線トンネルや道路トンネルにお

ける対策土の発生土置き場として、数多く採用された実績のある方法です（表 

４）。 
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表 ４ 対策土の発生土置き場の事例 

 

 

番
号

事業主体 時期 発生事業 対策対象 対策方法
土量

（万ｍ³）
用地

有識者委員会
の有無

①
鉄道運輸

機構
平成11年～
平成17年

東北新幹線
八甲田トンネル

鉱化変質岩 遮水シート(二重)
十数万ｍ³

合計（56）

事業用地外
（用地取得し管

理）
有

②
国交省

東北地整
平成14年～
平成18年

国道２８９号線
甲子トンネル

ヒ素、セレン、
鉛、カドミウム

遮水シート(二重) 5 事業用地内 有

③
NEXCO
中日本

平成20年
～平成24年

新東名高速道路
秦梨トンネル他

黄鉄鉱
覆土+鎧戸工による

封じ込め
数万ｍ³～
十数万ｍ³

事業用地内 有

④ 滋賀県
平成25年

完成
国道303号

海老坂トンネル工事
ヒ素 吸着層 0.7 事業用地内 有

⑤
NEXCO
中日本

平成20年～
平成26年

新東名高速道路
（浜松いなさＪＣＴ
～豊田東ＪＣＴ）

ヒ素
遮水シート+ベントナイト

（二重構造）
19 事業用地内 有

⑥
国交省

中部地整局
平成22年～
平成26年

国道23号線
国坂トンネル他

酸性土 遮水シート(二重) 1.9 事業用地内 有

⑦
国交省

近畿地整
平成22年～
平成26年

京奈和自動車道
大和御所道路

ヒ素 遮水シート(二重) 1.9 事業用地内 有

⑧ 仙台市
平成23年～
平成26年

仙台市高速鉄道
東西線竜の口工区

ヒ素、カドミウム 遮水シート 40
事業用地外

（採石場跡地を
借地）

有

⑨ 岐阜県
平成2５年～
平成26年

多治見白川線
伊岐津志トンネル

ヒ素 吸着層 0.4 事業用地内 有

⑩
NEXCO
中日本

平成19年～
平成28年

新東名高速道路
（愛知県区間）

ヒ素
①二重遮水シート（上面）
②ベントナイト+遮水シート
（下面）

7 事業用地内 有

⑪
NEXCO
西日本

平成23年～
平成30年

新名神高速道路
（兵庫県区間）

ヒ素、フッ素、鉛 遮水シート(二重) 不明 事業用地内 有

⑫
国交省

関東地整
平成20年～

(施行中)
中部横断自動車道
（富沢～六郷）

セレン ベントナイト 5
事業用地外

（用地取得し管
理）

有

⑬
国交省

東北地整
平成24年～

(施工中)
日本海沿岸

東北自動車道
ヒ素、セレン

粘性土＋遮水シート
（底面二重構造）

7（想定） 事業用地内 有

：遮水シート（二重）を採用している事例
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 ５）工事中および工事完了後の対応 

・（１）６）アで重金属試験の判定の結果、対策土となった掘削土は、藤島沢付近

の発生土置き場（遮水型）に運搬します。 

・発生土置き場（遮水型）の盛土は、対策土を二重遮水シートで封じ込めて、それ

を覆土する構造となります。対策土と覆土は排水系統が別れており、対策土の浸

潤水は専用の集水設備にて集水をします。 

・覆土の排水設備については、発生土置き場（通常土）と同様に、盛土を行う際、

一定の高さごとに小段を設けて盛土していき、小段毎に排水溝や集水枡を設置す

るほか、縦排水により雨水等が発生土に浸透する前に沈砂池に集め、降雨時等に

おける濁水の発生自体を抑制してきます。また、盛土内の排水計画について、現

地盤に地下排水工を設置するなど、設計を進めていきます。 

・沈砂池や排水設備は、点検・整備を行うことで、性能を維持するとともに、降雨

時等の排水時における処理状況を定期的に確認します。 

・以上のとおり、河川放流前の水質管理を前提としていますが、大規模な降雨があ

った場合などには現地状況の確認を実施します。 

・対策土の浸潤水の処理については、図 ２４のとおり、排水路を敷設し、盛土下流

側へ設置する集水設備へ集水する計画です。集水設備で集水した水は水質を調査

し、必要な場合は処理を行い、水質汚濁防止法等に基づく排水基準を満たしてい

ることを確認したうえで、河川へ放流する計画です。 

・また、工事中から工事完了後の将来に亘って、放流先河川や観測井（発生土置き

場を挟み込むように設置）においても調査を行い、封じ込め対策が確実に実施さ

れているか確認をします。 
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図 ２４ 排水処理計画及び水質観測（イメージ） 
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 ６）その他処理（オンサイト処理）の検討 

・大井川上流域において、二重遮水シート工法以外で現地にてオンサイト処理施設

を設け、対応することの検討を行いました。 
・オンサイト処理の方法には、熱処理、洗浄分級処理、化学処理、生物処理、湧出

処理、磁力選別処理があります。そのうち対策土に含まれる自然由来重金属等（以

下、「重金属等」という。）を対策土から分離させ、土壌溶出量基準以下に抑える

ことが可能な方法は、磁力選別処理と洗浄分級処理であるため、それぞれの方法

について検討いたしました。（図 ２５） 

 
※株式会社ダイセキ環境ソリューションＨＰより一部抜粋 

図 ２５ オンサイト処理施設の事例 
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 ア．各処理方法の概要 

 ① 磁力選別処理 

・磁力選別処理は、対策土に鉄粉等を混合し、重金属等を鉄粉へ吸着させた後、磁

力選別し、浄化土と重金属等を含む濃縮土に分離する方法です。（図 ２６） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※株式会社ダイセキ環境ソリューションＨＰより一部抜粋 

図 ２６ 磁力選別処理の浄化方法 

 

・当社で事前に処理会社にヒアリングした結果、磁力選別処理では、対策土に含ま

れる重金属等のうち、ほう素と水銀は、通常環境下での選別処理が難しいことを

確認いたしました。その後、追加で処理会社にヒアリングした結果、水銀におい

ては、試験にて浄化処理した実績は確認できましたが、現地で浄化処理した実績

は無く、対策土の地質性状や含有する重金属の濃度により浄化処理ができない可

能性があるため、当工事で発生する現地対策土で試験を行い適用の可否を確認す

る必要があります。 
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 ② 洗浄分級処理 

・洗浄分級処理は、対策土に含まれる重金属等を水洗浄により水中へ抽出し、浄化

土と重金属等を含む細粒分に分離する浄化方法です。（図 ２７） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

※株式会社ダイセキ環境ソリューションＨＰより一部抜粋 

図 ２７ 洗浄分級処理の浄化方法 

 

・当社で事前に処理会社にヒアリングした結果、洗浄分級処理も磁力選別処理同様

に、ほう素と水銀は通常環境下での浄化処理が難しいことを確認いたしました。

その後、追加で処理会社にヒアリングした結果、ほう素と水銀においては、現地

での浄化処理した実績が少なく、対策土の地質性状や含有する重金属の濃度によ

り浄化処理ができない可能性があるため、当工事で発生する現地対策土で試験を

行い適用の可否を確認する必要があります。 

・また、洗浄に必要な水量を確保する必要があり、一般的に処理数量の３倍の水を

必要とします。 

 

 イ．トンネル工事における適用事例 

・磁力選別処理の実績を処理会社にヒアリングした結果、他のトンネル工事で適用

している事例として、東海北陸自動車道の白鳥トンネル工事の１件のみ確認でき

ました。 
・処理施設の状況を図 ２８に示します。約５，０００ｍ２のヤードに、岩石分別、

含水調整、破砕（粒度調整）、鉄粉添加、磁選を行う作業ゾーンを設置し、１日当

たり平均１５０ｍ３の対策土処理を行っていました。 
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※ＤＯＷＡエコシステム株式会社ＨＰより一部抜粋 

※土壌研究センター 第２５回研究集会 

「乾式磁力選別処理による重金属等を含むトンネル掘削土の処理事例」より一部抜粋 

図 ２８ 東海北陸自動車道白鳥トンネルの処理施設事例 

 
・洗浄分級処理の実績を処理会社にヒアリングした結果、移動が可能な設備を用い

て工場跡地での処理を行っている事例は確認いたしましたが、トンネル工事で適

用している事例は確認できませんでした。愛知県東海市で稼働している処理施設

では、図 ２９のように約１７，０００ｍ２の敷地に洗浄装置、水循環施設、水処

理施設などを設置し、１日当たり約７００ｍ３の対策土処理を行っています。 
 
 
 
 
 
 
 

         洗浄設備         水処理設備 
※株式会社ダイセキ環境ソリューションＨＰより一部抜粋 

図 ２９ 洗浄分級処理施設の事例 

 
 ウ．オンサイト処理を検討するにあたっての条件 

・オンサイト処理施設を現地に設置する検討を行うにあたって、以下に示す条件を

考慮する必要があります。 
ⅰ）磁力選別処理及び洗浄分級処理の場合、水銀及びほう素が発生土に含まれる
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場合、オンサイト処理ができない場合があります。 
ⅱ）トンネル掘削により発生する土量に合わせた処理施設を設けるヤード面積が

必要となります。 
ⅲ）処理施設の能力が不足する場合に備え、対策土を一時的に保管するための仮

置き場が必要となります。 
ⅳ）磁力選別処理の場合は鉄粉及び重金属等を含んだ濃縮土が副産物として発生

すること、また、洗浄分級処理の場合は、重金属等を含んだ細粒分が副産物

として発生するため、これらを再資源化処理できない場合には、産業廃棄物

として運搬・処理を検討する必要があります。 
 

 エ．大井川上流域における検討 

・ア～ウまでで検討した内容を踏まえ、大井川上流域でオンサイト処理の検討を行

いました。 

・まず、対策土を藤島沢発生土置き場で二重遮水シートによる封じ込め処理を行う

場合の具体的な動きを図 ３０に示します。 

・各ヤードには２、３日分しか仮置きのヤードがないため、検査の終わった発生

土は速やかに発生土置き場（通常土）と発生土置き場（遮水型）のいずれか

に、速やかに運搬します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３０ 対策土を封じ込め処理する場合の動き 
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・次に、オンサイト処理施設で現地での浄化処理を実施する場合の発生土の動きを

図 ３１に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３１ 対策土を現地で浄化処理する場合の動き 

 

・本工事最盛期の日最大発生土量は、各ヤードから約１００～１，４００ｍ３を想定

していますが、どの程度の割合で対策土が含まれるか推定することは困難であり、

これによりオンサイト処理の設備規模を決定することが難しい状況です。 
・仮に、最盛期の日最大発生土量を対策土として検討した場合、他事例を参考にす

ると、オンサイト処理を設置するために必要ヤード面積は、表 ５の通りです。 
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表 ５ 発生土量と浄化処理に要するヤード面積 

ヤード名 
日当たり対策土量 

（ｍ３/日） 

洗浄分級処理に要するヤ

ード面積（ｍ２） 

磁力選別処理に要するヤ

ード面積（ｍ２） 

西俣ヤード 

（約１７，６００ｍ２） 
約１，４００ 約４６，７００ 約３８，０００ 

千石Ａヤード 

（約７，１００ｍ２） 
約９００ 約３０，０００ 約２４，４００ 

椹島ヤード 

（約４，０００ｍ２） 
約１００ 約３，３００ 約２，７００ 

 
・現在計画している各ヤードにこれらの処理施設を設けるスペースは見出せず、オン

サイト処理を行うためには、他の用地を確保する必要があります。 

・現在計画を進めている燕沢付近発生土置き場及び剃
すり

石
いし

付近発生土置き場以外の発生

土置き場計画地において、対応する方法も考えられますが、確保できるスペースは

表 ６に示す面積であり、新たに大規模な土地の改変を行う必要があります。 

 
表 ６ 発生土置き場と浄化処理に使用できる平場面積 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

しもとくさ 

くるみ

なかのしゅく 

もみじ
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・静岡県内のトンネル発生土に含まれる重金属等の種類について、現時点では分か

りませんが、隣接工区の山梨工区では、四万十帯堆積岩からほう素が、長野工区

では、御荷
み か

鉾
ぼ

変成岩類でも同様にほう素が検出されており、オンサイト処理では

対応できない重金属等が出現する可能性があります。 

・各処理方法に伴い、重金属等を含む副産物が発生しますが、磁力選別処理の場合、

鉄粉及び重金属等を含んだ濃縮土を燃焼焼却処理による再資源化が考えられま

すが、近傍に再資源化処理施設はありません。 
・洗浄分級処理も同様に燃焼焼却処理による再資源化が考えられますが、難しいと

考えます。 
・よって、現地で発生する重金属等を含む副産物は、全て場外に搬出し、産業廃棄

物として処分する必要があります。 

・なお、弊社が調査した限り、静岡県内で上記産業廃棄物を受入れ可能な箇所は、

浜松市の処分場が見つかりました。しかし、現地から浜松市までは約２００ｋｍ

と長距離の場外搬出になるため、工事用車両の増加や、それに伴う環境への影響

が発生します。 


